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Ⅰ　は じ め に
　我が国の大学教育改革推進の流れをかんがみて，本学もまた例にもれず，教育改革の渦中に
ある。1991年の大学設置基準大綱化以来，中央教育審議会，大学審議会は数々の提言を唱えて
きた。文部科学省は改革推進において，競争的資金獲得に向けた大学教育改革推進事業や度重
なる答申や施策を示して，各大学は教育改革に取り組んできた。すぐれた取組が選定され，競
争的資金獲得がなされる等，その改革推進の動きは，教育改革の是非を問う猶予を与えない，
教育改革をせざるを得ない構図となっている。その推進の高波はおさまることなく，18歳人口
の減少とあいまって，教育改革は加速度的に変化を遂げている。各大学にとって，国から提示
された答申等に沿う改革を行うのみならず，他大学との競争は必至である。大学の価値付け，
評価，学生数の確保等，様々な要因が教育改革推進の背景にある。高等教育における「質の保
証」が求められる中，教育改革の到達点はいかにあるのか。「学士課程教育」について，「教養
教育」の側面から理解を深め，先行研究などの示唆を通して本学のおかれている現状と比較検
討し，教養教育の在り方について考察をすることが小稿の目的である。
Ⅱ　教養教育について
　1991年の大学設置基準の大綱化以降，大学教育改革という名のもと，各大学におけるカリキュ
ラムの自由化が目的とされ，「一般教育」と「専門教育」の改廃（履修要件単位数の制限規定
廃止）が行われた。これを契機に，「一般教育」は法令用語ではなくなり，代って「教養教育」
という語が用いられるようになった。加えて，「教養教育」に比して専門教育重視の偏重が強
くなったといわれる。自由化すなわち各大学が独自に「学士課程教育」を構築し，自由なカリキュ
ラム編成を各大学の責任のもとで行うという積極的な意義づけと期待があったとされる（大学
審議会1991)。大学自身が系統的かつ実質的な教育編成を責任のもとに行い，国が強制的に行っ
ていた部分を大枠化するという意味での設置基準の「大綱化」は，結果として，「教養教育」
も不十分な脆弱な学部教育という体をなすこととなったといわれている。大綱化は「戦後の改
革以来，最大の改革」とされながらも，「学部教育の空洞化」という現象を生む結果となった
と評されている。
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　以下に大綱化で提起された改革を記す。
①学部段階教育を教育課程と捉え体系性，系統性を持たせたカリキュラムを編成する。
②設置規準による一般教育と専門教育の形式的な区分の強制を廃する。
③集中した授業を実現するために，通年制からセメスター制への移行を推進する。
④一単位が標準45時間を要する学習量と規定することで，硬直的な単位運用を改善する。
⑤双方向的な授業を展開できるよう，シラバスを用意する。
⑥教育の質を高めるため，学生による授業評価とファカルティ・ディベロップメントを実
施する。
⑦大学卒業者の称号である学士を学位と位置付け，その学位名を専門分野による区別のな
い学士一本とし，専門分野は付記する。
　「『大学における貧弱な講義とわずかな勉強のための四年間』を払拭するための，総合的な施
策が打ち出された」（舘2004）と評されている（1）が，大綱化では，結果として単位制度やセメ
スター制等，意図した実質改革にはつながらず，シラバスもまた実用性のないものが一般化し
たと指摘されている。加えて，予習の容易さから，過剰履修登録が誘発され，単位の実質化と
はかい離した状況となったと分析されている。結果，大学設置基準の大綱化は，各大学におけ
る理解度や改革徹底の度合い等から，その意図の実現には至らなかった。
　このように，一般教育の改廃による積極的意図に反して，学部教育衰退の傾向が表れ，学部
段階の教育が結実をみなかったと評される。学部教育衰退は18歳人口の減少による学生の多様
さを起因にはできない（舘2004）と本来の教育の質すなわち日本の高等教育の危うさが指摘さ
れている（1）。
Ⅲ　一般教育について
　次に，「一般教育」について概念を整理したい。「一般教育」は新制大学最大の特徴とまでい
われたが累々と議論が重ねられた。一般教育は，旧制高等教育機関に準じて運営されたことに
よって，軽視され，50年代後半からの高校教育課程の水準の高まりとともに，高校教育の繰り
返しとの批判が生じたとされる（黒羽2001）。専門教育の基礎との混同を避けるため教養部が
設置されるなどの変遷を経た。が，一般教育の教育責任体制が明確化したことにより，逆に専
門教育担当者との身分格差固定化につながった（黒羽2001）といわれる。大綱化以前は高校教
育との重なりが問題視されていたが，大学入試や高校の教育課程が多様化し，入学者の学力も
また多様化された現在，世界に通用する人材育成を求めた教育改革であったが，日本の大学が
総じて世界水準に達しているわけではない。むしろ，教育改革に伴う諸問題が浮き彫りになり，
日本の高等教育への危惧が表面化してきた。そこで，学力の面から接続問題を打開しようとし
たリメディアル教育や大学生活に円滑に移行するための初年次教育が2000年代からスタートし
た。大綱化によって，教養教育の問題は，教養教育の実施責任主体のあいまい化，教養教育の
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内容の混迷化など，一層深刻化した（杉谷2011）とされる。
　「一般教育」について，その歴史をたどり，示唆を得るため『学士課程教育の改革』（1）にあたっ
た。以下，引用抜粋である。
　一般教育は，戦後第一次米国教育施設団報告書により勧告されたことに始まる。戦前の高等
教育が専門教育と職業教育に偏っていたことを受けて，人文・社会・自然科学の３分野が大学
基準に予定規定されて一般教育の普及が進められていった。新制大学発足時に，日本の大学が
参照したのが「ハーバード大学報告書（1945）」（「コナント報告書」）である。日本の一般教育
は，「人文，社会，自然の各領域からの均等履修」にこだわった。「コナント報告書」にある
General	Educationの本質は，Liberal	Educationを捨象しており，Liberal	Educationを「教養
教育」と訳すのは誤解を招くとある。知識一般教育とは全てを対象とした普通教育を意図され
たものではないとされる。「リベラルアーツ」はそもそも，支配層の身分文化であった。19世
紀ドイツ時代にあっては，支配層身分文化は，専門分科であったが，後にアメリカの身分文化
に影響を与え，20世紀初頭アメリカにおけるエリートのための教育，専門分科となったとされ
る。従来の身分文化の保守概念あるいは，専門分科のいずれでもない「一般教育」であった。
このため，日本古来の教養概念とはその性格を異にしていたと分析されている（絹川2004）。
　第一次世界大戦後，そもそもアメリカによりもたらされたため，日本に元来あった思考を根
幹としていない。思考性のないいわゆるリベラルアーツであるため，その根幹となる思考性に
乏しく，その枠組みが揺らいできた。また一般教育・専門教育の枠組みを問う時に，単位とし
て量的に矮小化され，大学教育における意義が疑問視されたり，低い価値評価がなされたりし
てきたとされる。日本の教養教育として発展しえなかった問題が現在もなお，継続的課題とい
われている。
　さらには，一般教育を本来の在り方に戻すことが求められていると言及される。旧制高等学
校の教養教育経験を一般教育に重ねて「一般教養」という日本版としたが，日本的教養の多様
さは現在の大学教育の混乱の原因となっていると指摘される。「学歴エリートに固有の身分文
化」としての教養に接続してしまった日本の教養教育は，一般教育と教養との混乱を生んでい
る。このため，「教養」に共通のイメージを抱けなくなっている。
　そもそも「教養」には多義性がある。「一個の素人として自由人が学ぶにふさわしいものと
して一般的教養のために学んだ」とプラトンが述べたことに始まり，中世におけるリベラルアー
ツは，当時の専門を学ぶための基礎教育と捉えられていた。アメリカのリベラルアーツは，「ド
イツ型大学の潮流の中で，何らかの意味でリベラルアーツの要素を表現しようとする試みが『一
般教育』であった」とされる。一般教育は現代的リベラルアーツであるとする一方で，日本版
一般教育はそもそも，学歴エリート文化としての教養主義によって一般教育が担われたとある。
学歴差異化文化としての教養主義ではない。
　リベラルアーツは，時代や社会や世界を指導するあるいは，責任を担う者にとって，わきま
えておかなくてはならない共通の文化内容である教養を意味している。リベラルアーツは時代
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に即して，「時代を読み解く力，その時代において生きる力」である。21世紀の時代的課題を
読み解く教養，「一つの専門領域の学びが，常に人間の知的領域の全体性を踏まえて，意味づ
けられる学習」でなければならない（絹川2004）と時代に即して変化すべきものであると言及
されている。
　学士課程教育の変遷において，教養教育がどのように位置づいてきたか，どのように捉えら
れてきたのかを理解することは次なる学士課程教育を考えるに欠かせない。
Ⅳ　教養教育の現状
　現代の教養教育の課題として，大綱化の効果がみられないことを受けて出された「21世紀の
大学像と今後の改善方策について」（大学審議会1998）いわゆる「21世紀答申」では，学部教育は，
教養・基礎を中心において課題探求能力の育成をすべきであるとしている。さらに「グローバ
ル化時代に求められる高等教育のあり方について」（2000）においては，新たな教養教育を提
言している。新たな教養教育のあり方を考慮した教育の推進が求められるとして，新たな教養
教育の５つの定義が行われた。
①高い倫理性と責任感を持って判断し行動できる能力の育成
②自らの文化と世界の多様な文化に対する理解の促進
③外国語によるコミュニケーション能力の育成
④情報リテラシーの向上
⑤科学リテラシーの向上
　ここで，従来の「学部教育」は「学士課程教育」という語による表現が用いられた。「学部
教育の再構築」を掲げ，教育内容の在り方の基本は「課題探究能力の育成」を中心にすえて，「教
養教育の重視」「教養教育と専門教育の有機的連携の確保」「専門教育の見直し」「学部教育と
高等学校教育との関係」「国際舞台で活躍できる能力の育成」などの問題性が提起された。学
部教育は，教養・基礎を中心におくべきと明示された。
　教育方法等の改善については，「責任ある授業運営と厳格な成績評価の実施」「授業の設計と
教育の教育責任（単位制度の趣旨の再確認）」「成績評価基準の明示と厳格な成績評価の実施（受
講規律の確立，GPA制度導入を例として）」「履修科目登録の上限設定（過剰登録の弊害を除
去する）」「指導教員の教育内容・授業方法の改善」「教育活動の評価の実施」「学生の就職・採
用活動に当たっての大学及び産業界の取り組み」等，1991年の改革徹底を目的に，提言が行わ
れた。
　続いて，「新しい時代における教養教育の在り方について」（中央教育審議会2002）では，「今
なぜ「教養」なのか」，「新しい時代に求められる教養とは何か」及び「どのように教養を培っ
ていくのか」について検討が行われ，「高等教育段階における教養教育」にまで，基本的な考
え方を示されたことは大きい。
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　戦後の荒廃を乗り越えて発展を遂げた我が国は，物質的な繁栄ほどには，一人一人の，ある
いは社会全体としての精神的な豊かさは実現されていない。社会が物質的に豊かになる過程で
価値観の多様化，相対化という状況が生まれ，一人一人が多様な生き方をするようになった一
方で，社会的な一体感が弱まっており，バブル崩壊後の経済的な停滞や国際化・情報化の進行
による急速な社会・経済環境の変化の中で，社会共通の目的や目標が失われている状況がある。
社会の一員として責任感と義務感を持って共に生きることができるような社会を築かなければ
ならない。社会が現在どのような地点に立っているのかを見極めた上で，今後どのような目標
に向かって進むべきかを考え，目標の実現のために主体的に行動していくことが必要であり，
その原動力こそ新しい時代に求められる「教養」であり，身に付けなければならない核となる
要素である。一人一人が身に付けるべき具体的な能力や資質としての教養は可変的なものであ
る。「教養」が求められているのは個人に対してだけでない。社会として目指すべき方向性や，
備えるべき品性という観点から，社会に対しても求められていると言える。
　生涯学習社会の中で，社会の一員として，社会全体で未来を担う青少年の教養をはぐくみ，
また自らも生涯にわたり学ぶことを通じて成長するという意識を持ち，それを実践していくこ
とを通じ，新しい時代にふさわしい品格を備えた社会を築いていくことで，社会としての輝き
も増す。（本文一部抜粋引用）と示された。
　「進学率の上昇に伴ういわゆる大衆化の進展に伴って，その性格を変化させてきていると憂
慮」しながら，「高等教育を受ける10代後半から20代前半にかけての時期において，社会の中
での自己の役割や在り方を認識し，より高いものを目指していくことを意図した知的訓練を，
カリキュラム外も含めた学生生活全体を通じて行うことが重要」であり，「言語，科学，自然，
古典，勤労，社会奉仕，芸術，スポーツなどの様々な領域について，その核となる要素をカリキュ
ラム及びカリキュラム外の活動を通じて均衡のとれた形で学ぶことができるよう配慮しなけれ
ばならない。」とされた。「大学におけるより良い教養教育の実現のためには，まず大学教員一
人一人が教養教育の意義を再認識するとともに，国においても，教養教育の充実のため，様々
な支援策を検討する必要がある。」と，教養教育重点大学の支援等，教養教育の抱える課題が
具体的に示された。
Ⅴ　新たな教養教育
　「我が国の高等教育の将来像」（中央教育審議会2005）により，学士課程教育を教養教育（専
門基礎教育）の中心に再構築する提言がなされた。高等教育の機能別分化として機能が示され
た。①世界的研究・教育拠点②高度専門職業人育成③幅広い職業人育成④総合的教養教育⑤特
定の専門分野＜芸術・体育等＞の教育研究⑥地域の生涯学習機会の拠点⑦社会貢献機能である。
　この７つの機能のうち，本学がどの機能として位置づくかの検討がなされなければならない。
建学以来の本学の在り方を踏まえると③④⑥⑦の割合が高くなると考えられる。これら７つの
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機能はいずれかということではなく，それぞれ含有しながらその割合をいかにするかという視
点で考えるべきとある。本学に見合った割合については，共通理解の必要性があるであろう。
　その上で，いわゆる学士力，社会人基礎力として提言されている力を教育課程の中でいかに
育成していくか，人材育成像があり，その延長線上にある学位授与の方針をも共有概念として
理解しなければならない。
　2012年１月29日付日本経済新聞に「日本の大学進学率は一貫して上昇し続け，2009年に５割
を超えた。企業は高学歴の学生を確保しやすくなったようにも映るが，実際には18歳人口が減
り続けるなかで大学入学者が増えただけだ。大卒の学歴は陳腐化し，企業の厳選採用に拍車を
かけている。」「大学は企業が求めている人材をいかに育てるかを問われている。」「キャリア
教育も含めた抜本的改革が不可欠だ。」とのコラムがあった。否定できない現状はありながら，
果たして企業が求めている人材を育成することが大学教育の究極の目的なのだろうか。大学教
育とは何かがまさに問われていると感じた。「一般教育とは，大学教育とは何か，という問い
に答えるカリキュラム空間」であると，絹川（2004）は述べている。今回，教育課程について
考察する過程で，先達の研究に触れる機会を得たが，まだまだ理解は十分ではない。その中で，
大学教育とは何か，専門教育だけではない「教養教育」こそが，大学の特質を表するものと位
置づくという思いを強くした。
　しかしながら，教養教育とは何かについて，応えることは難い。教養教育は時代に応じて変
化していく（絹川2004）ものであり，専門に関わらず教養像は等しくはない。だからこそ，数々
の答申が示されてきたともいえる。先に，「学士課程教育の構築に向けて」(中教審答申2008)に
おいて「学士力」という概念が提起されたが，具体的な提示や根拠が示されているわけではない。
　2009年度大学教育学会課題研究集会のテーマは「学士課程における教養教育の再考」であっ
た。「教養教育を現在の大学の状況を考えながら学士課程の中にどのように組み込むか」とい
うことが検討された。「教養教育は誰にとって必要なのか，どの観点から必要なのかを問い直
すこと」（関根2009）が肝要とある。評価においては，「一律の基準で評価することへの問題性」
（藤田2009）「学生のおかれている状況を踏まえた学生の視点からカリキュラムを構想すること
の重要性」（奥野2009）が指摘され，例として「大学においてのみ可能なアカデミックな学習
の基盤形成」という再定義（後藤2009）の提言がなされた。大学教育における教養とは「異な
る学問分野にまたがる知識，方法，学習態度」とある。専門教育との連携性において大学の役
割を再考し，「再定義された教養教育は，学生たちが選考を選び将来の進路を選択するための
基盤づくりのための教育を学術の基礎の学習として行う」とある。教養教育は「大学だけの課
題ではなく，社会全体の課題となっている」，「学生に教養教育を提供することを通して，社会
に対しての教養教育の大切さというメッセージを発信しなくてはならない」とシンポジウムの
まとめに記されている。
　2010年4月に日本学術会議から教養教育の再構築の提言「21世紀の教養と教養教育」（2010）
が出された。「大学は，「教養の形成を中核的な役割の一つとして発展」してきたが，「リベラル・
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アーツ（liberal	arts）」を核とする教養教育（liberal	education）として概念化され，専門教育
と並んで大学教育の中核的要素とされてきた。」が，20世紀以降の社会変革，大学教育の大衆
化が進むなか，大学教育における教養教育の在り方が揺らぎ問い直されてきた。」「現代社会の
諸要請に対応しうる教養および教養教育の課題」として5つに整理されている。①「グローカ
ル化の時代」であるからこその「柔軟かつ創造的な」「知性・智恵・実践的能力」の形成②「メ
ディアの地殻変動」ともいえる変化に「自律的・積極的に」対応しうる「知性・智恵・実践的
能力」の形成，③「知の地殻変動」すなわち「価値・規範・文化と倫理の再編・再構築」を担
える「倫理に裏打ちされた教養の形成」と「知性・智恵・実践的能力」の形成，④「市民社会」
における「市民的」「社会的」「本源的」公共性を活性化することに繋がる「知性・智恵・実践
的能力」の形成⑤「大学における教育・研究と教養教育の再構築」は「大学教育の質保証・質
向上という課題」とともに重要な課題であるとまとめられている。「教養と何か」は「質保証
の問題」ともあいまって，当面の課題として論議・研究が続けられる。
　
Ⅵ　本学の教養教育について
　本学の教養教育について振り返ると，大学教育改革の流れに沿って，教育課程の改編が継続
的に進んできた。カリキュラムのスリム化，全学共通科目の単位数の削減，いわゆる教養教育
の量的矮小化，専門教育の強化等，いずれにおいても答申に沿った改編であった。改編時点で，
本学に見合った教養教育とは何かが議論されたという確かな記憶はない。何をもって教養教育
とするかの議論は先行せず，過去いわゆる教養として位置付けられたものが残されてきたにす
ぎない。大綱化以降，人文，社会，自然，外国語，体育の基礎分野の科目が保たれてきた。
　いわゆるアメリカ式一般教育の原型である3分野に沿った「一般教育」が展開されてきたが，
その後，一般教育課程が廃止されると同時に，学部学科で独自の専門教育の幅を広げるにふさ
わしい基礎科目として位置づいた。続いて，全学的に教養科目を整理し，各学部学科で展開さ
れていた教養科目を一本化した。このことにより，複数の教養科目が全学科で履修可能となり，
それまで展開されていなかった科目を互いに履修できる形が整い，学部学科を越えた履修の概
念「全学共通科目」が生まれた。続いて，教養科目のスリム化として，いわゆる教養科目を融
合する試みが行われた。人文系，社会科学系，自然科学系，比較文化系といった分野ごとに科
目をオムニバス展開することとなった。これには，他の様々な要因が背景にあるが，各分野の
学問の導入として浅く広く学生に伝えることが目的とされた。外国語コミュニケーション，情
報リテラシーは独立した科目として残ったが，「グローバル化時代に求められる高等教育のあ
り方について」（2000）において示された全てを満たす科目設定にはいたっていない。いわゆ
る外国語，情報リテラシー，健康体育，加えて日本国憲法等は従前の通りの展開となった。
　同時期，教養教育の領域に新たに加わった教育要素である導入教育，リメディアル教育，初
年次教育という概念が，学士課程教育に登場する。
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　本学においても，「基礎教育セミナーⅠ・Ⅱ」と称する，初年次教育科目を設置したが，その
改編過程において，全学的な理解と合意の下で進めるには共通理解を得るために時間を要した。
　大学教育における「教養教育」とは何か，本学に求められる不可欠の教養教育とは何かの議
論を可能とする大学の文化がなかったと考えることもできよう。無論，改組の目的は一様では
ない。教養教育の改訂は，各教員の意識や理解の差，あるいは専門性の差を払拭するための議
論を経ることで本学に見合った教養教育の形として，必ずや具現化されると考えている。
　大学としての姿勢，求められる学士力，社会人基礎力の育成に発展させる教養科目，その構
成は，導入教育を含む初年次教育の充実が欠かせない。加えて，教養科目，専門基礎科目，専
門科目が教育課程上，構成されるべきである。いわゆるカリキュラムマップにおいて，FYE
の初年次教育をベースにすることの重要性が認められている。ここで留意しなければならない
のは，リメディアル教育である。そもそも，中等教育で学ぶべき内容を高等教育で学ぶことが
単位化されることはない。しかしながら補完教育は否定できない。また，キャリア教育も欠か
せない。このことに配慮した教育課程の編成が成される必要性は高いと考える。
　しかしながら，本学にふさわしい教養教育の在り方について，確固たる案を提示できるまで
には至っていない。今後も先行研究に深くあたることを継続課題としたい。
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